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1．背景と目的 

 

近年のグローバル化と政府の外国人人材受け入れ促進

に伴い、外国につながる子どもの数が増加している。直

近の調査１）によると、2021 年度（令和 3 年度）の日本

語指導が必要な児童生徒（注 1）は外国籍と日本国籍を合わ

せて 58,307 人で、2018 年度（平成 30 年度）の前回調査

より、7,181 人（14.0％）増加している。 

国や自治体では様々な取り組みが行われているが、外

国人集住地域、外国人散在地域（以下、散在地域）とも

に、未だ多くの課題を抱えている。とりわけ、散在地域

では、教育支援の対象となる外国につながる子どもの数

が少なく行政の施策につながりにくいことから、日本語

指導などの支援体制構築に遅れが生じていることが指摘

 
（注１）日本語指導が必要な児童生徒とは、「日本語で日

常会話が十分にできない児童生徒及び日常会話ができて

も、学年相当の学習言語能力が不足し、学習活動への参

加に支障が生じており、日本語指導が必要な児童生徒」

のことである 4)。 

されている 2）。また、外国につながる子どもの問題が表

面化しにくく、支援者も散在するため支援者の連携不足

が生じ、問題が共有されにくいなどという現状もある。 

本研究の対象である長崎県も例外ではなく、散在地域

特有の課題や支援体制整備の遅れが見られる。長崎県を

フィールドとする研究や実践も少なく、これまで長崎県

全体の支援の現状について調査したものは管見の限り確

認できなかった。 

そこで、筆者らは長崎県全体の支援の現状を明らかに

することを目的として、2023 年 1 月に公開された「日本

語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（令

和 3 年度）」の市町村別データ１）の分析を行った。この

研究により、長崎県では長崎市と佐世保市の 2 市に日本

語指導が必要な児童生徒が集中して在籍していること、

市町村によって支援体制に差があることなどが明らかに

なった３）。 

しかしながら、上記研究３）では、文部科学省により公

開されたデータの分析および長崎市教育委員会への聞き
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取り調査にとどまり、個別の支援事例については研究対

象とすることができなかった。そのため、市町村によっ

て差があることはわかったものの、実際の異なる市町村

の教育支援においてどのような差があり、それぞれの支

援の現場ではどのような課題があるのかについては検証

できなかった。 

そこで本研究では、長崎県内の 2 つの市の教育支援の

事例を比較分析し、同一県内の 2 つの異なる市の支援に

おいて、どのような違いがあるのかを考察することとす

る。これにより浮かび上がる課題を示し、散在地域であ

る長崎県のよりよい教育支援実現の一助としたい。 

 

2．長崎県の 2 つの市の教育支援の事例 

 

 本研究の対象である長崎県の日本語指導が必要な児童

生徒数について述べる。文部科学省の調査１）によると、

2021 年度の長崎県における日本語指導が必要な児童生徒

は、外国籍 38 人、日本国籍 26 人の計 64 人である。長

崎県には 1 県 13 市 8 町の計 22 県市町の教育委員会があ

るが、このうち、日本語指導が必要な児童生徒が在籍す

るのは、1 県 8 市町である。また、日本語指導が必要な

児童生徒のうち、81.1％が佐世保市と長崎市の学校に在

籍しており、この 2 市に集中していることがわかる３）。 

 筆者らは、日本語指導が必要な児童生徒が在籍する 8

市町のうち、2 市において教育支援を実施している。A

市は上述した日本語指導が必要な児童生徒が集中して在

籍している市の一つで、B 市はその数が比較的少ない市

である。 

 表 1 は、A 市および B 市の日本語指導が必要な児童生

徒の受け入れ体制について文部科学省の調査１）から、日

本語指導の内容や体制整備を中心に抜粋してまとめたも

のである。 

 次項では、表 1 の内容にも触れながら、それぞれの市

の教育支援の事例について述べる。 

 2.1 A 市の支援事例 

 2.1.1 A 市の受け入れ体制（文部科学省調査１）から） 

 上述したように、A 市は長崎県において日本語指導が

必要な児童生徒が最も多い市の一つである。2021 年度に

は外国籍が 17 人、日本国籍が 7 人在籍している。 

日本語指導が必要かどうかの判断基準として、日頃の

表 1．2021 年度（令和 3 年度）長崎県の A 市と B 市に

おける日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ体制（文

部科学省の調査１）から抜粋して筆者作成） 

日本語指導が必要な児童生徒数 A 市 B 市 

外国籍 15 人 2 人 

日本国籍 7 人 0 人 
日本語指導が必要かどうかの判断

基準の有無 
    

DLA等の日本語力測定により判断 〇 × 

日頃の学校生活や学習の様子等か

ら判断 
〇 〇 

来日してからの期間から判断 〇 〇 

日本語指導の状況     

特別な配慮 11 人 2 人 
特別な教育課程 9 人 2 人 

正式に下学年に受け入れ 1 人 0 人 

日本語指導の内容・実施の有無     

サバイバル日本語 〇 × 

日本語基礎 〇 × 

技能別日本語 〇 × 

日本語と教科の統合学習 〇 × 

教科の補習 〇 〇 

教育委員会の体制整備の有無     

「拠点校」を設置し、域内の児童

生徒が通級を行う 
〇 × 

「拠点校」を設置し、担当教員が

拠点校とそれ以外の学校へも巡回

指導 

〇 × 

日本語指導の支援者や母語支援員

等が域内の学校を巡回して指導・

支援を行う 

× × 

学校に配置した日本語指導担当教

員や日本語指導の支援者、母語支

援員が指導・支援を行う 

× × 

日本語指導担当教員が配置されて

いない学校で、ICT等を活用した

遠隔教育を実施 

× × 

教育委員会等に日本語指導内容等

の研究開発・提供、教員・支援員

の配置・研修等についてのコーデ

ィネートを行うための組織を設置 

× × 

その他 〇 

ボラン

ティア
（注 2）  

〇 
ボラン

ティア
（注 2） 

 
（注２）A 市と B 市の教育委員会への聞き取り調査による

と、「その他」とは「ボランティア」のことである。 
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様子や来日後の期間に加え、DLA（注 3）も実施されている。

A 市教育委員会への聞き取り調査によると、通級教室で

は指導員によって、他の学校では年度末に教育委員会学

校教育課指導主事によって、DLA が実施されている３）。

日本語指導の状況は、特別な配慮に加え、特別の教育課

程、下学年での受け入れも実施され、サバイバル日本語、

日本語基礎、技能別日本語、日本語と教科の統合学習、

教科の補習が行われている。教育委員会の体制整備につ

いては、表 1 に示すように、「拠点校を設置し域内の児

童生徒の通級」「拠点校を設置し担当教員が拠点校とそ

れ以外の学校への巡回指導」が行われている。これに加

え、A 市教育委員会によると、A 市においては、「帰

国・外国人児童生徒相談員」の派遣が行われている。児

童生徒の母語に精通している人や同じ母語を持つ人など

が相談員として登録され派遣される３）。相談員には、謝

礼として、A 市の予算から交通費込みの一定額が支払わ

れることになっている。 

 このように A 市においては、日本語指導が必要な児童

生徒の受け入れ体制が一定程度整っていると言える。 

2.1.2 A 市における支援事例の内容 

本稿で取り上げる事例は、A 市の C 小学校において

2023 年 9 月に開始された教育支援の事例である。拠点校

ではない学校での「帰国・外国人児童生徒相談員」（以

下、相談員）による支援事例である。 

まず、筆者らが本支援に関わるようになった経緯につ

いて述べる。2023 年 9 月に、外国籍の児童 1 名が C 小

学校に 1 年生として転入してきた。日本語が全くできな

い状態であったため、小学校側から A 市の教育委員会に

相談が持ちかけられた。その後、A 市教育委員会から近

隣の大学教員であり、過去に外国につながる子どもの調

査などで面識のあった筆者に支援依頼の連絡が入った。

数日後に、C 小学校の教頭、担任教員、A 市教育委員会

学校教育課指導主事と筆者らの 5 名での面談が実施され

た。その結果、A 市の「帰国・外国人児童生徒相談員派

遣」・「学生ボランティア学校支援」の制度を利用して、

筆者が在籍する大学の当該児童と同じ母語を持つ留学生

を派遣することになった。幸い、支援を引き受ける学生

 
（注３） DLA とは「Dialogic Language Assessment」の

略で、外国人児童生徒のための JSL 対話型アセスメント

のことである。 

が見つかり、面談から 2 日後の 9 月中旬、当該児童への

教育支援が開始された。 

支援開始当初は、2 人の留学生が支援を担当していた

が、学業や春休みの一時帰国などの理由で支援を休止す

る者がいたため、その都度新たな支援者を募った。2023

年 9 月より 2024 年 3 月現在までの約 6 か月間で、7 人

の留学生が支援に関わっている。これら 7 人の留学生は、

「帰国・外国人児童生徒相談員派遣」または「学生ボラ

ンティア学校支援」に登録し、それらの予算から、交通

費込みの一定程度の謝礼が支払われることになっている。 

支援内容は、最初に行われた学校側との面談において

決定された。1 年生であること、日本語は文字も含め全

くできない状態であることを考え、週に 2 回の入り込み

授業と、週に 2 回の放課後支援を行うことになった。入

り込み授業については、算数の授業への入り込みをする

ことになり、支援留学生は当該児童の横に座って通訳な

どの支援を行った。放課後支援では、ひらがなとカタカ

ナ、サバイバル日本語、宿題などを指導することになっ

た。支援後には、複数名の支援者が互いに支援内容を共

有することを目的として、支援内容を記したエクセルフ

ァイルをメールで支援者全体に送ることにした。 

大学の春休み期間である 2 月と 3 月は、帰国する留学

生が多く、支援者の確保が困難となり支援回数が減少し

たが、2024 年 3 月現在も入り込みおよび放課後の支援が

継続されている。 

2.1.3 A 市における本支援の特長と課題 

この 6 か月間外部支援者として関わる中での気づきと

して、本支援の特長と課題について述べる。 

第一の特長として、A 市には教育委員会を主体とした

支援体制が整備されており、外部支援者である筆者らも

その支援体制の中で支援を実施することが可能であった

ことが挙げられる。前述したように、A 市には「帰国・

外国人児童生徒相談員派遣」という制度がある。学校側

が申請することにより制度利用が可能となる。制度の運

営や利用のための手続きは、教育委員会が中心となり学

校と連携をとりながら進められることから、支援者側の

負担はマイナンバーなどの情報提供をする以外はない。

また、一定程度の謝礼も支払われることから、支援者は

その中から交通費などを支払うことが可能となる。その

ため、支援者に経済的な負担がかからない。これは、支
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援者を募集する際にも利点として働くと思われる。 

第二に、後述するように本支援の支援内容は十分とは

言えないものの、入り込み支援と放課後支援には一定程

度の効果があったと感じている。最初の学校側との面談

の際、学校側から、「当該児童がほとんど話さず、転入

に伴う精神的な負担があるのではないか、まずはそれを

取り除く支援をお願いしたい」との話があった。そのた

め、最初の数週間の放課後支援では、当該児童の母語で

雑談も含めた様々な話をすることに重きを置いた。この

効果はすぐに表れ、それまであまり表情がなく話をしな

かった児童に笑顔が見られるようになった。また、当該

児童は、支援初日から留学生とは母語で活発に多くのこ

とを話しており、明るく積極的な性格であることもわか

った。このことは、すぐに担任や教頭にも伝えられ、そ

の後、クラス内でもクラスメートと打ち解けられるよう

になっていった。また、入り込み支援と放課後支援を通

して、文字や数字の習得が少しずつ進んだ。入り込み授

業の際には、支援者の助けを借り、手を挙げて発表がで

きるようにもなった。このように、入り込み支援や放課

後支援が当該児童がよりよい学校生活を送るための一助

となったと言える。 

しかしながら、よりよい支援のためには改善できる点

もあるだろう。 

第一に、外国につながる子どもの受け入れにあたって、

「受入れの手引き」などを十分に活用し、受け入れ前の

準備を充実させることが挙げられる。このように感じる

に至った具体的な 2 つのできごとを紹介する。 

まず、支援開始から 2 か月後のある祝日の日、当該児

童が登校していたことが確認された。その日の清掃員が

偶然見かけ、当該児童に休みであることを伝え帰宅させ

たとのことだ。当該児童も保護者も日本に来たばかりで、

日本の祝日についての知識がなかったのが原因であった。

学校側から筆者に連絡があり解決策を相談されたため、

当該児童の保護者に、母語が同じ支援者から、日本の祝

日についての情報を送って説明してもらうことにした。

C 小学校では、教頭も担任も、当該児童の転入当初から

温かく児童を見守り、きめ細やかな対応がなされている。

担任教員は保護者へのお知らせのプリントを全て当該児

童の母語に翻訳したり、当該児童が教室で困らないよう

に日本語と母語を併記したカードを作成したりと、様々

な配慮が見られる。このようなきめ細やかな配慮があっ

ても、外国につながる子どもの支援の経験が少なければ、

日本の祝日情報を提供する必要があるということに考え

が及ばないのは、当然であろう。 

もう一つのできごとは、保護者との面談である。支援

開始後、保護者にも支援の内容を共有することを目的と

して、通訳を介した保護者との面談実施を学校側に依頼

した。すると、学校側もそれまでに通訳を介した面談を

実施できておらず、それを強く要望していることもわか

った。その後、教頭・担任・保護者（父親と母親）・通

訳・筆者とで面談が行われ、当該児童の母国での様子や

日本に来た経緯、現在の学校生活や支援の内容、今後の

ことについて、様々な情報交換がなされた。保護者・学

校側・支援者側いずれにとっても、有益な時間であった

と思われる。 

これら 2 つのできごとから、受け入れ準備の重要性を

再認識することができる。A 市では、必要に応じて、文

部科学省の「外国人児童受入れの手引き」９）が活用され

ているが、本事例のような拠点校以外の学校での受け入

れにおいては、その活用が十分とは言えない現状がある

のかもしれない。 

第二の課題は、A 市に子どもの日本語教育を専門とす

るコーディネータのような存在が整備されていないこと

である。前述したように、A 市では教育委員会が主体と

なり支援が実施されており、学校教育を専門とする担当

者が配置されている。その A 市教育委員会の担当者は、

受け入れ学校との連絡や調整、教員・相談員の手配、

DLA 実施、研修コーディネートなど多岐にわたる業務を

関係各所と連携を図りながら遂行している。拠点校にお

ける日本語通級指導員についても、英語などの言語に精

通した学校教育経験者が配置され、教育委員会の担当者

および相談員と連携をとりながら、きめ細やかな指導が

実施されている。しかしながら、本事例のような拠点校

以外の学校では、経験のある日本語通級指導員もおらず、

相談員の裁量に任されることも少なくない。また、拠点

校以外の学校では外国につながる子どもの受け入れ経験

も少ないため、担当教員も自身の専門外である子どもの

日本語教育についてはどのような指導が必要なのか、見

極めるのは難しいと思われる。本事例では、近隣の大学

の日本語教育が専門の教員が支援に関わり、コーディネ
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ータとしての役割を多少担うことができたかもしれない

が、全ての支援校において可能なわけではない。A 市の

全ての学校において、一律の支援を実現するためには、

現行のような学校教育の専門知識を有する人材の配置は

もちろんのこと、子どもの日本語教育を専門とするコー

ディネータ等の存在も必要であると思われる。 

本支援の第三の課題は、当該児童の状況に合わせた指

導計画が十分に練られ、実行されていないことである。

本支援は当該児童転入後すぐに開始されたため、放課後

支援ではかな学習・サバイバル日本語の習得に重きを置

くこととするなど一定程度の指導計画が近隣の大学教員

によって立てられたものの、その習得状況や在籍学級で

の様子を、担任教員と連携しながらその後の指導内容に

反映させていくということはできなかった。よりよい支

援実現のためには、担任教員と連携を図り、当該児童に

とって何が必要かを見極め、長期的な視野に立った指導

計画を作成していくことが必要であろう。 

以上のように、本支援は A 市の支援制度を活用し教育

委員会が主体となり実施されているが、一方でその支援

内容については未だ十分とは言えない現状が窺える。 

2.2 B 市の支援事例 

2.2.1 B 市の受け入れ体制（文部科学省調査１）から） 

B 市は日本語指導が必要な児童生徒が在籍するが、そ

の数が少ない市の一つである。A 市とは異なり、DLA 等

によって日本語力が測定されているわけではなく、日頃

の学校生活や学習の様子や来日してからの期間等から日

本語指導が必要かどうかを受け入れ校が判断し、教育委

員会に報告を行っている。 

2021 年度に日本語指導が必要だと思われる児童生徒は

2 人であった。日本語指導の状況は、特別な配慮や特別

の教育課程の設置であり、日本語指導としては教科の補

習が行われていた。教育委員会の体制は未整備であり、

ボランティアによる支援が実施されているのみである。

このボランティアによる支援というのは、筆者らが 2021

年から継続している支援活動のことを指していると思わ

れる。 

このように B 市においては、日本語指導が必要な児童

生徒の受け入れ体制はいまだ整備されているとは言えな

い状況である。 

2.2.2 B 市における支援事例の内容 

 ここで取り上げるのは、B 市の D 小学校において

2021 年 2 月に開始された支援の事例である。支援に至る

経緯や具体的な内容については、銭坪・桑戸５)に記した

通りであるが、ここでは簡単に紹介したい。なお、児童

生徒のうち一人が中学へ進学した 2023 年 4 月からは、

当該中学校においても支援を行っている。 

 D 小学校に 2 人の児童が転入してきたのは、2020 年

12 月のことである。受け入れ直後は、校長と教頭による

週 7 単位時間の取り出し授業が行われた。指導内容はサ

バイバル日本語とかな学習であった。加えて、毎月、児

童の保護者である母親・通訳者・児童の学級担任・教頭

による面談会も実施された。 

外部支援者である筆者らが支援にかかわり始めたのは、

翌年の 2 月からである。これらの児童についての新聞記

事が 2021 年 1 月に地元紙である長崎新聞に掲載された

のを見た筆者のうち一人が小学校に連絡を取ったのがき

っかけであった。その後、筆者の一人が取り出し授業の

一部を担当していたが、春休みに入り、県内の日本語教

師数名とともに平日にほぼ毎日学習支援を行った。 

新年度を迎え、外部支援者による支援は放課後の時間

帯に変更となり、同年 6 月からは、近隣の大学生らによ

る放課後支援が開始された。いずれも大学で教職課程や

日本語教師養成課程を受講している大学生たちであった。

新型コロナウイルス感染拡大の影響で、web 会議システ

ムを用いた支援を実施することもあったが、ほとんどの

支援は児童が在籍する学校の一室で行われた。学習内容

は日本語基礎や多読用教材を用いた読解、文法等が中心

であるが、教科学習の支援を行うこともあった。これら

の学習支援は、児童生徒の一人が E 中学校に進学した後

も続けられ、現在は、D 小学校と E 中学校の二か所に分

かれて、それぞれ放課後支援を行っている。 

支援スケジュールの作成等のコーディネートは筆者ら

が行い、各支援者や各学校、保護者と連絡を取り合って

いる。支援の状況については、毎回、支援者がメールや

クラウドツールを用いて報告し、支援者間や保護者、各

学校で共有を図っている。 

2.2.3 B 市における本支援の特長と課題 

B 市における支援は、2021 年 2 月から現在まで 3 年以

上にわたって実施してきたが、その中で見えてきた特長

と課題について述べる。 
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第一の特長は、行政としての支援が行き届かない児童

生徒たちに週 1 回以上（夏休みなどは一週間に複数回）

の学習支援を 3 年以上にわたり継続して行うことができ

たということである。放課後支援に限定した効果につい

て検証することは難しいが、外部者によるサポートが皆

無であった場合と比べれば、まず、かな学習や教科学習

の支援などを継続したことで、学習の遅れが少しでも緩

和できたのではないかと思われる。また、児童生徒本人

たちの学習意欲の形成や精神的な安定等にも何らかのプ

ラスの影響を与えることができたと言えるかもしれない。

自分たちより少し年上の大学生たちが毎週のように支援

に来てくれるということ自体が子どもたちにもたらす安

心感のようなものがきっとあったに違いないと思う。実

際、学校での悩みや将来の夢などを子どもたちが支援に

来た学生たちに話すことがよくあった。先生には言えな

いことも、比較的年齢が近い大学生の支援者には相談し

やすかったのかもしれない。 

第二に、支援者である大学生にとっても様々な学びが

あったことが挙げられる。派遣される学生たちはいずれ

も大学の日本語教師養成課程で学んでいる者たちである。

将来、教壇に立つために大学で学んでいる学生たちが在

学中に日本語学習が必要な児童生徒の学習支援に携わる

ことによって、学ぶことができるものは少なくないと言

えるだろう。例えば、授業内で学んだ教授法を実際に試

してみたり、知識としてのみ知っている学習者と実際に

中長期的にかかわったり、学内の授業だけでは修得が難

しいものを学生たちは学ぶことができる。派遣された学

生たちの多くが英語等の教職課程も同時に履修している

ため、実際に小学校や中学校で支援活動する経験を積む

ことができること、学校の現場で増加しつつある日本語

学習が必要な児童生徒に対する状況を肌で感じることが

できること等は、本人にとっても将来の学校現場にとっ

てもメリットがあると思われる。この支援を通して、将

来、教師・教員になるイメージができたとし、卒業後に

教師・教員になることを決意した学生もいる。 

第三に、筆者ら日本語教育を専門とする大学教員が本

支援に関わることで、学校と保護者以外の第三者という

立場が生成できたことにも意義があったように思う。そ

れまでは、市や教育委員会等の支援がないなかで、学校

側と保護者との二項関係であった状況に筆者らが参入す

ることで、児童生徒をめぐる支援の三項関係のようなも

のが成立したと考えられる。あるときには、管理職の教

頭が使用教材についてこちらに相談してきたり、あると

きには、子どもたちの学内外での様子を保護者がこちら

に伝えてきたりした。筆者らの存在がそれぞれのエンパ

ワメントに役立ち、児童生徒たちの支援体制をより重層

的なものにすることができたと言えるのではないだろう

か。 

一方、本支援から見えてきた課題ももちろんある。 

第一に、B 市としての体系的な支援体制がまだ構築さ

れていないという点である。受け入れ校の管理職である

校長や教頭、担任教諭らは市や教育委員会からの直接的

な支援がないなか、手探りで支援を開始し、継続してき

た。業務多忙のかたわら、校長や教頭が取り出し授業や

入り込み授業を担当し、関係者による面談会を実施する

などしてきた。しばらく後に近隣大学の教員や学生たち

による支援も開始されたが、これは偶然の出会いといっ

てもよいもので、十分な支援が行き届いているとは言え

ない状況であった。 

第二に、現在の外部者による支援はボランティアによ

るものであり、謝礼や交通費等の支給は原則として存在

しないという点である。派遣学生たちには、大学教員が

個人的に調達した資金等から交通費のみが支給されてい

るが、このような状況では継続した支援は望めないだろ

う。 

最後に、長期的な方針に基づく効果的な支援が十分に

行われているとは言い難いという点である。これまで述

べてきたように、受け入れ校の教員や外部支援者による

学習支援は行われてきたが、当該児童生徒を取り巻く関

係者を統括し、コーディネートする組織がないため、そ

れぞれの現場で、専門家以外の人物による支援が繰り返

されているのが現状である。子どもたちの成長を長期的

に見守り、将来の目標に向かって、計画的な支援が行わ

れているとは必ずしも言えない状況が続いている。 

これらの課題は、いずれも市や教育委員会による支援

体制がまだ整っていないということに起因するものだと

思われる。現場の教職員や支援者たちは、思いつく限り

の支援を行っている状況ではあるが、個々の努力では補

えないものがあるのではないだろうか。 
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3．2 市における支援事例の比較 

 

本節では A 市と B 市の 2 つの支援事例を比較すること

により、長崎県の外国につながる子どもの教育支援につ

いての課題を探りたい。 

 まず、これら 2 つの支援事例の最も大きな相違点は、

教育委員会を中心とした支援体制が整っているかどうか

である。前述したように、A 市では「拠点校」および

「帰国・外国人児童生徒相談員派遣」の制度が整備され

ており、相談員として登録した支援者には謝礼が支払わ

れる。本事例においても、教育委員会が中心となって支

援が実施され謝礼が支払われている。このような支援制

度のノウハウは教育委員会に蓄積されていることから、

行政側の担当者あるいは支援者が変わったとしても同様

の支援が可能であろう。実際、A 市では教育委員会が中

心となり大学教員と連携した同様の支援がいくつかの学

校において行われている。一方、B 市では「特別の教育

課程」は実施されているものの、教育委員会における体

制整備については、ボランティア支援以外は未整備であ

る。先に述べたように、このボランティアとは筆者らが

自発的に学生派遣等を行っているものを指しており、本

事例の支援者も全てがボランティアとして関わっている。

大学教員・学校・保護者という 3 者の関係は一定程度築

けてはいるが、本支援では教育委員会との連携はとれて

いない。そのため、B 市では、学校、支援者などのそれ

ぞれの立場では支援に関わる経験を重ねてはいるが、市

としてその知識やノウハウを蓄積することは困難であろ

う。また、予算の対象となっておらず、無償支援である

ことから、持続可能な支援体制構築は極めて難しいと思

われる。 

 一方、両市の事例には共通点もある。まず、A 市と B

市の本支援では、いずれも近隣の大学の学生を支援者と

して派遣している。前者では母語が同じ留学生を、後者

では教職課程や日本語教師養成課程を受講している大学

生を派遣し、児童生徒の学びを支えている。笹森・吉田

６）は、外国人散在地域の教職課程を持つ大学が担う役割

を考察し、「大学が学校教育における日本語教育に対応

し、多文化・日本語教育の拠点としての機能の役割を果

たすことが求められている」と述べているが、本事例は

教職課程の有無に関わらず、近隣の大学が同様の役割を

担い、外国につながる子どもの教育支援に携わることに

より、地域に貢献できる可能性を示している。本支援事

例における大学が担う役割は、笹森・吉田６）が主張する

ような「多文化・日本語教育の拠点機能」という大きな

ものではないが、当該児童生徒の教育支援に貢献できた

という点では評価できるであろう。 

 しかしながら、A 市および B 市の支援事例はいずれも

長期的かつ体系的な支援体制整備という点では、まだ課

題が多い。両市では子どもの日本語教育を専門とするコ

ーディネータの存在はなく、当該児童の状況に応じた個

別の指導計画が十分には立てられていないケースも見ら

れる。本事例では外部支援者である大学教員がその役割

を多少担ってはいるが、担任教員と連携をとり在籍学級

での学習状況を把握した上で計画を立てているわけでは

ないため、効果的な学習計画は作成できていないのが現

状である。 

 

４．まとめと今後の課題 

 
 本稿では、長崎県の 2 つの市の 2 つの教育支援の事例

を比較し、課題について考察した。これらの課題を踏ま

え、散在地域である長崎県の外国につながる子どものよ

りよい教育支援の実現に向けて次のことを提案したい。 

 第一に、長崎県の各教育委員会が主体となる支援体制

を構築することが必要である７）。先行研究でも指摘され

るように、散在地域では外部支援者や在籍学校の教員な

どの「ひと」に依存した支援が顕著であり、その経験や

知識が蓄積されにくい２）。この問題を改善するためには、

教育委員会を主体とした支援体制を整備し、経験や知

識・ノウハウを蓄積し、一過性ではない持続可能な支援

体制を作り上げる必要がある。また、支援に係る経費を

予算化し、支援の有償化を実現すべきである。有償化は

支援に必要な人材確保を可能とするだけでなく、地域の

多文化共生に寄与すると考える８）。 

 第二に、外国につながる子どもの受け入れを円滑に進

め、学校現場の支援体制構築をサポートすることを目的

として、「外国につながる子どもの受け入れに関する手

引き」を作成することが挙げられる。既に文部科学省４）

や散在地域においても多くの自治体９，10）が個別の状況に

合わせた手引きを作成している。これらの知見を基に、



 桑戸孝子・銭坪玲子 56 

長崎県の状況に即した手引きを作成することは可能であ

ると考える。これにより、受入れの流れをはじめ、管理

職・担任教員・日本語指導者などのそれぞれの役割や心

構え、保護者に提供する必要な情報などを知ることがで

きる。受け入れ手引きの作成時には一定程度の労力が必

要であるが、一度作成すれば、その後は行政・学校・支

援者・保護者のいずれにとっても、受け入れの際の負担

感を軽減できるであろう。 

 第三に、同一県内での支援の地域格差をなくし、個別

の状況に応じた指導計画を立て効果的な教育支援を行う

ためには、学校教育の専門家に加え、子どもの日本語教

育を専門とするコーディネータの設置が必要である。本

支援では、大学教員がその役割の一端を担ったが、正式

に組織化された立場ではないため、学校や教育委員会と

十分に連携をとり指導計画を作成することはできていな

い。同様の指摘は、散在地域の「入り込み」指導の一事

例について考察した安田・中原 11）においても見られ、具

体的な指導計画に基づいて支援内容が決められていない

と述べられている。当該児童の個別の指導計画は、教頭

などの管理職・担任教員・日本語指導者などが連携して

立てていく必要がある 11）が、散在地域では日本語指導者

や外部支援者がいない地域も多く、個別の指導計画を作

成するための十分な知識がないケースもあるであろう。

このような格差を解消し個別の状況に応じた指導計画を

作成するために、「地域の支援・指導を見渡し必要な措

置を講じることのできるコーディネータ」12）を設置する

ことが必要である。 

 第四に、正式な組織の一員として、長崎県の大学が外

国につながる子どもの教育支援を支える役割を担うこと

が挙げられる。これにより、教育委員会や学校、保護者

などと密に連携を図ることが可能となる。また、大学に

とってもメリットは大きい。支援を通して大学生の学び

や成長を促すことができるだけでなく、地域貢献という

役割も果たすことができる。 

第五に、上記 4 つの提案を実現するために、外国につ

ながる子どもの教育支援を支える組織として、県教育委

員会・国際交流協会・県国際課・大学・市民団体などの

関連機関が連携した全県的な「協議会」を設置すること

が求められる２）。全県的な組織構築をすることで、知識

やノウハウの共有、地域資源の提供が可能となり、支援

の地域格差改善へとつながり、長崎県全体の外国につな

がる子どものよりよい支援を実現することができるので

はないだろうか。 
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